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担当係

根拠法令・個別計画

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

内容

（手段）

実施・運営方法

※費用合計に占める

経費の内訳(割合)

10

担当課

2

教育文化

教育総務課

施設係

41

平成３０年度以降

学校教育

事業類型 施設整備系

教育を支える学習環境を整備する

1

　各小学校の学校運営が滞りなく行えるよう、適切に改修工事などを施工し、学校施設を安

全で快適な環境に整備する。

○平成23年度

前年度に学校ヒアリングを実施し、緊急性がある箇所から工事を行った。また、工事施工業

者への連絡及び改修工事の工程管理などに関する事務を行った。

小木小学校門扉改修工事、篠岡・陶小学校中庭等改修工事などを改修工事を行った。

（直接経費の内訳）

 小学校営繕工事費　26,263,650円

助成 0

総合計画

分野別計画

予算区分

担当部事務事業名 小学校施設営繕事業

会計区分

平成１２年度以前 ～事業期間

事業番号 310

平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート
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88 委託 12

一般会計

単位

千円

人

千円

人

千円
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千円

千円

千円

Ｈ24予算額

188,522

0.50

2,659

586.6

Ｈ23決算額

29,928

Ｈ22決算額

0

20,0006,800

7,225
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財

源

その他職員

0.80

（手段）

従事者数

Ｈ21決算額

一般財源

国・県支出金

対前年比

その他財源

人件費

48,083

277,549

 小学校営繕工事費　26,263,650円

 設計委託料等　3,664,500円

○平成24年度においては、光ヶ丘小学校トイレ改修工事、本庄小学校放送設備改修工事な

どの改修工事を行う。

費用合計

321,377

4,255

0.00

無

従事者数

人件費

費

用

直接経費

正職員
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217,167
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0.00

325,632
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0

191,181
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0

0

15

H24

15

校

太陽光発電設備設置

校

―

―

営繕工事については、計画していた工事を実施するとともに、緊急に発生した工事に

対応することができた。太陽光発電設備については、平成23年度に小牧小学校に設

置し、16校全校に設置を完了した。

―
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太陽光発電設備設置

工事
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平平平平

成成成成

２２２２

３３３３

年年年年

学校施設の安全で快適な環境が維持できない。

事業を縮小・

廃止したときの

影響

事事事事

業業業業

のののの

自自自自

己己己己

評評評評
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今今今今

後後後後

のののの

事事事事

業業業業

のののの

方方方方

向向向向

性性性性

現状維持

判定理由

一次評価のとおり。ただし、施設の長寿命化を考慮した営繕工事とすること。

改善案等

二二二二

次次次次

評評評評

価価価価

方向性の判定

現状維持

判　定　理　由

緊急性のあるものから優先順位をつけ、随時行っていく。

年年年年

度度度度

のののの

実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

事業実施におけ

る課題等

学校のヒアリングにおいて多数の要望がでるが、すべての要望に対応することができ

ない。

施設管理者である市が、問題である施設を改修する必要があるので、現状維持と判

断した。

方向性の判定


